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要  
2019 年 4 月 29 日から 5 月 3 日において， ー

ークの国連本部で 1 回国連地名 ルー

会合が開 された．本会合において，国土地理院か

らはベクトルタイルを用いたロー ウ ブ ッ

の取組について発表を行ったほか，2004 年を最後に

開 されていなかった日本が する東アジア部会

会合に参加した．本稿では 1 回国連地名

ルー 会合，上 の発表並びに東アジア部会の会合

の 要を報告する． 
 
1. 新 UNGEGN と の との に  

1 回国連地名 ルー 会合（United 
Nations Group of Experts on Geographical Names，以下

「新 UNGEGN」という．）は，国連 社会理事会

の 7 つの 機関の つであり，図-1 に示すとおり，

24 の ・地域部会， の 9 つの作業部会（WG）

及び 2 つのタスク ームが設置され，リ ン ル

ー の 9 機関を含めて， 国の地名 や関係機

関が具体的な の検討を行っている． 
本会合以前においては，国連地名 化会

（United Nations Conference on the Standardization of 
Geographical Names ， 以下「 UNCSGN」という．）

の下に，同会 における決 事 の実施のフ ロー

アッ や の 性の 保などのため，国連地名

ルー （United Nations Group of Experts on 
Geographical Names，以下「 UNGEGN」という．）

が 5 年 期( UNCSGN が 5 年に 1 回， UNGEGN
が 5 年に 3 回)で開 されていたが，国連 社会理

事会の決 (E/RES/2018/2)を受け，2017 年の 11 回

UNCSGN において， UNCSGN と UNGEGN
の が決 されたことに い，後 会 体として

2 年に 1 回開 される新 UNGEGN に機能が 約さ

れて引き がれた． 
なお，新 UNGEGN 会合は，会 規 (RoP：Rule 

of Procedure)により，地名に関する国 化や表

方法に関する技術的 に関する情報交換や の

場であり， の地名の や決定は行われないこ

とになっている． 
 
 
 

 
 
 
 
 

  
 

 
図-1 UNGEGN の組 図 

 
2. 1 新 UNGEGN の 要 
 本会合には，70 か国・地域の 表（外交当局，国

地名 員会及び地理空間情報当局の職員並びに，

大 等 験 ）と ブ ー 合わせて約 270 名

が参加し，日本からは，明 基本図情報部長（当時），

川地図情報技術開発 長，外務 職員 6 名，地名

として田 東 大 名 ， 平

大 の計 10 名が参加した． 
 本会合では，2019 年 4 月 29 日から 5 月 3 日の 5
日間の会 期間中に，全 21 の に対して が

行われた また，新 UNGEGN の会 規 の や，

2021 年に開 する 2 回新 UNGEGN 会合における

長・ 長・ の 出も行われた． 
 
3. に 連 る ー と 表 

本会合では， 国，地域・ 部会，WG 等から

およそ 80 本のレ ートが提出された．これらはす

べて新 UNGEGN のウ ブ イト（参考 献を参 ）

で できる．会 では 5(a)の国 レ ート以

外で提出された レ ートについて 発表が行わ

れ，それに対して 応 を行う形で行われた．以

下に，日本に関連する発表 要を報告する． 
 
3.1 地 による ー と 表 
 本会合に対して，国土地理院から以下の 2 つのレ

ートを提出した．なお，（） はレ ートに対応す

る 名である． 
① 日本における地名 化（ 5a：加 国の

の状況と地名 化における進 ） 
② 地名情報のベクトルタイルデータを使用したロ

ー ウ ブ ッ 試行（ 15：地名データ

フ イルと地名 ） 

現 ：1国土地理院 

149第 1 回国連地名専門家グループ会合報告 



①においては， のレ ートに対する発表は無く

応 のみが行われ，日本 表団に対しては以下

のやり取りがあった． 
地名情報整備の取組に対する 2017 年 UNGEGN

以降の進 については， かあるか．（ ータム ：

） 
回 リンピックに向けて，ロー 及び多

の地名情報整備に取り組 でいる． 
 

また，②のレ ートについては，明 基本図情報

部長（当時）から，国土地理院が のベクトルタ

イルデータを用いて， の 発 機能のあるロ

ー ウ ブ ッ を試作したことを報告した．こ

の発表に対して，以下のコメントとやり取りがあっ

た．  
 
より簡 に， 分のいる場 とその地域をどのよ

うに え 良いかがわかるため， 象 い取組で

ある．（ ット 長： ） 
 
このウ ブ ッ について， か社会等からフ

ード ックを受けているのか．（ 15 の ッケ

ド 長： ） 
回 試験公開を して， ー から 意見を

っているとこ ． 
 

3.2 WG （ ） 
 本報告では， ク ム WG の 長である

から，2017 年の 11 回 UNGEGN 以降での

ク ム WG の取組等が べられた．また，2020 年

にスロベ ア，その は日本で ク ム会合を

行いたい が 明された．  
 

参考 ンド ムと ク ムについて 
ンド ム（Endonym）は 生地名， ク ム

（Exonym）は外来地名と れる．1972 年の 2 回

UNCSGN において， 可能な り ク ムを

らし ンド ムを使用することが決 されたが，そ

れに う も明らかになった． 
え ， ーストリアの （ウ ーン）の表

について，Wien（ ）が ンド ムで Vienna（
）は ク ムとなるが，Vienna の名 は国際的

にも広く使用されており， ク ムを一 使用し

ないこととすると支障がある場合もあることから，

本WGで ク ムと ンド ムの明 な定 を

している． 
 
3.3 海 に 連 る ー 表 
 本会合においては， 国から日本海 に関

連して 

① 国際海 ー2017-2018（ 5d：国 /国際

の会合と会 ） 
② 今後の 「 一 を える地 」について

（ 7a： 一 を える地 ） 
の 2 本のレ ートが提出された．①と②の 方で，

日本 表団の団長である川村 全 大使・国際連

合日本 表から， 国側の に対して

した後，お いに意見の応 を行った． 
 
4. 東 部 の  
 UNCSGN や UNGEGN においては，2004 年

を最後に日本・ 国・北 の 3 か国が する東

アジア部会会合は開 されていなかった．この間，

東アジア部会では，Lee Ki-suk 国立 ウル大 名

が， 定部会長として UNCSGN や

UNGEGN に参加していたが，本会合をもって 定部

会長を することが伝えられたことから，日本

表団及び 国 表団の地名 （ 験 ）及

び地理空間情報当局職員で非公 会合を行い，田

東 大 名 を東アジア部会の部会長とするこ

とを した． 
 また，田 東 大 名 が東アジア部会の部

会長に したことについては， 5b：地域部会

の中で 報告を行った． 
 
5. の と新 UNGEGN の  
 今回は新 UNGEGN の 1 回 会合ということも

あり，新 UNGEGN の ランや業務 ロ ラム

の策定，国 のレ ートや地域部会の意 ，新

UNGEGN 以外の機関との連携の重要性， WG の

的・推 事 等の決 が された． 要な

社会理事会への 告と新 UNGEGN の決 について

は，以下のとおり． 
 

社会理事会に を める 告  
1. 新 UNGEGN の ラン策定 
2. 国 レ ートの提出手 きの見直し 
3. 国連 会と 社会理事会の決 に対応したレ

ートの提出 
4. Task Team Africa と Economic Commission for 

Africa の連携 
5. 地名 WG の下に 化 の ad hoc ルー を設

立 
6. 新 UNGEGN から国連 会 部へのリ ン

派遣 
 
新 UNGEGN の決  

1. （ 長報告） 的な新 UNGEGN の 表団や

メン ーによる積 的貢献を する 
2. （事務局報告）新 UNGEGN の ロ ラム
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や業務 ロ ラム策定の提 に 意する 
3. （地域部会）地域部会の活性化や他地域のフ

ード ックを する 
4. （他機関への協力とリ ン）新 UNGEGN と

UN-GGIM（United Nations Committee of Experts on 
Global Geospatial Information Management）の協力

関係を し，更なる協力のための加 国の

力を する 
5. （国及び国際的な地名 化）地名 イドライ

ンが 整備の加 国の整備を し，更なる

と最新化のための地名 イドラインの の

調査を提 する 
6. （ と 行 WG）新 UNGEGN 及び加 国の

レベルで，地名 化を した Agenda 2030 に

対する協力に する 
7. （広報と基 WG）フ ンデ ン ロジ ク

トを 可能な デルとするために更なる協

ス ームを する 
8. （Task Team for Africa）地名 化に対する更な

る協力のために，Economic Commission for Africa
とのコ ク ンを することを強く す 

9. （地名のトレー ン コース WG）地名トレー

ン コースを実施できる可能性がある地域の

リスト化の要望に 意する 
10. （ 用 WG） 用 WG に して

用 DB の 加・ 正の提 を する 
11. （ 化 としての地名 WG）Task Team for 

Africa との協力により がない の に

関する ad hoc ルー 策定のイ ア ブを

する 
12. （ ク ム WG） した ク ムのリス

トの 及び配布を し， ク ム WG に

入っていない他の や国の貢献を する 
13. （地名データフ イルと地名 WG）地名と国

及び地域の空間データインフラのより良い 合

を 告した UNCSGN VIII/6 決 に った地名

データ提供技術の開発に 意する 
14. （ロー 化 WG）ロー 化変換規 のない

国による変換規 作成を する 
15. （国連 会の 部への協力）地名の 切な使

用に対する情報交換を 進するために，新

UNGEGN と国連 会 部の間のコ ケ

ー ン ン ルの 立を する 
 
6. の の  

新 UNGEGN 部の 出が行われ，以下メン ー

が 場一 で 出された．  
 

長 Pierre Jaillard  
（フランス，地名 員会 員長） 

長 Hasanuddin Abidin  
（インド ア，地理空間情報庁長 ） 

長 Choo Sungjae  
（ 国， 大 ） 

 
報告 Trent Palmer  
（ 国，地名 員会海外地名事務局長） 
報告 Wendy Shaw  
（ ージーランド，地理 員会事務局） 

 
 また， 回新 UNGEGN は国連本部（ ー ー

ク）において 2021 年 5 月 3 日（月）～7 日（ ）

での開 が提 されたが，イスラム の加 国では

ラ ンと重なるため， 新 UNGEGN 部会 によ

って時期等を再検討することになった． 
 

7.  
会合では， 国から以下のような多国間に係る

の取組状況や同じ を える他国に参考となる

の取組状況の報告があった． 
・一つの国を えて使われる の場合の地名のロ

ー 表 等関係国による 一したルール作成 
・他民 ・多 国 の場合の地名表  
・他民 他国に支配されたことのある（ は

民 と している）国の場合の ク ム 
・陸域の国 を した 川等の関係国に る同一

地 の地名の調整 
が国の場合， 外国と比べると新 UNGEGN の

で参考となる は 定的である． が国

の地理空間情報当局である国土地理院としては，引

き き，国 のレ ートのとりまとめ，新 UNGEGN
において 国が取り組むこととされている地名 の

更新・提供及び地名 イドラインの更新・提供，並

びにその他地名データの提供技術に関する国土地理

院の最新の取組を するとともに，外務 及び

験 の支援等を行っていくことが望ましい． 
東アジア部会の公 会合については，2004 年以降

開 されていない状況の中，新たに日本が部会長を

引き受けたとこ であり 今後の運 や活動 方

を検討する 要があると思われる． 
 

（公開日：令和元年 12 月 27 日）
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